
○　企業による通勤交通マネジメントの導入やモビリティ・マネージャーの設置、ＴＦＰの実施等の公共交通機関の利用
　促進を通じた省エネの取組みが企業に与えるコスト面、エネルギー面での影響等の調査費について支援。
○　事業の一環として公共交通機関の利用促進等をPRするイベント、シンポジウム等啓発活動の実施について支援。

○　マイカー使用を抑制し、公共交通機関への転換により省エネ効果が見込まれるモデル的な取組み等を支援。
　（支援対象の例)
　　　→　従業員の通勤交通をマイカーから公共交通機関等に転換させる取組みに係る経費
　　　　（低公害型バス車両の購入費用、運行委託を行う場合の委託費等の経費、低公害車によるカーシェアリングに

　　　　　必要な経費、モビリティ・マネージャーの設置、効果分析のために必要な経費等）
　　　→　商業施設がＩＣカードを活用して買い物旅客をマイカーから公共交通機関等にシフトさせる取組みに係る経費
　　　→　商工会等によるデマンド型乗合タクシーを運行・配車一括管理により、買い物旅客をマイカーから公共交通機
　　　　関等にシフトさせる取組みに係る経費
　　　　（システム導入費、情報提供システムの開発経費、効果分析のために必要な経費等）
○　事業の一環として公共交通機関の利用促進等をPRするイベント、シンポジウム等啓発活動の実施について支援。

企業等における公共交通利用促進型の省エネルギー対策に係る支援について

　平成１８年度においては、ＮＥＤＯ（独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構）の補助事
業である「民生部門等地球温暖化対策実証モデル評価事業」を活用し、運輸部門における省エネル
ギー対策を更に一層促進するため、公共交通利用促進型の省エネルギー対策として以下の事業を
重点的に支援。

１．モデル事業
（省エネルギー効果の高い実証モデルを設定し、当該モデルの省エネルギー効果及びトランスファー可能性を評価するためのデータ
の収集及び解析を行うもの）

２．ＦＳ事業
（構想段階でありシミュレーション調査等を行うことにより、具体の事業化提案を行うもの）
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○　原則１年。ただし、効果の把握と評価のため１年での実施が困難であって、年度毎の発生経費が明確に区分できる
　　事業で、必要と認められる場合は２年（この場合でも、２年目には新たな交付申請が必要）。

○　モデル事業については、設計費、設備費、工事費、諸経費及び評価費
○　ＦＳ事業については、調査費

補助対象経費

事業期間

補助事業者
（モデル事業実施者等）

各主体、国民等

ＮＥＤＯ技術開発機構

審査委員会

地方マネジメント協議会
（国土交通省、経済産業省共同事務局）

協力

評価結果の報告補助

申請

選定・推薦
申請

実施スキーム

○　補助対象者は、地方公共団体、民間団体等（地方公共団体との連携事業を優先的に採択）
○　補助率は、モデル事業１／２（補助金の上限１億円）、ＦＳ事業は定額１００％（上限２０百万円）

補助対象者・補助率



２月 ３月 ４月 ５月 ６月～７月

２１日
＜全国レベル＞

第３回全国協議会開催
１８年度の公募概要等

を説明

ＮＥＤＯ
民生部門等地球温暖化対策実証モデル

評価事業の公募受付

＜地域レベル＞

ＮＥＤＯ
審査

ＮＥＤＯ
補助金交
付決定

地域ブロック毎のマネジメント協議会を通じた
モデル事業・ＦＳ事業の公募受付（※）

審査（※）

マネジメント協議会による
選定・推薦（※）

申請時にマネジメント協
議会において選定・推薦
を得た旨の書類を添付

事業の公募受付から補助金交付までの流れ

（※）時期は地域毎に異なる


